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第88期第2四半期の概要と通期の見通し

当社を取り巻く環境について

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業

収益や雇用・所得環境の改善など緩やかな回復基調となりま

した。また、米国経済は、個人消費や設備投資の増加など景気

拡大が続いており、欧州経済についても緩やかな回復基調で

推移しました。

　当社のインダストリアル機器部門に影響を与える市場環境

は、国内新設住宅着工戸数は前年に対して減少したものの、

事務所や工場など非居住建築物の着工床面積は堅調な推移

となりました。

　一方で、鋼材や石油製品等の原材料価格の上昇や米中貿

易摩擦による世界経済の下振れリスクの高まりなど、当社を取

り巻く環境は先行き不透明な状況で推移しました。

当期の業績について

　このような状況の下で、当期は昨年発売した鉄筋結束機「ツ

インタイア」の販売が国内、海外で引き続き好調となり、インダス

トリアル機器部門が全社売上高を牽引しました。一方で、鋼材

や石油製品の値上がりなどコストを押し上げる要因はありまし

たが、増収増益となりました。

　売上高は342億7百万円（前年同期比3.9%の増収）、営

業利益は34億2千9百万円（同19.3%の増益）となりました。

経常利益は37億2千万円（同24.3%の増益）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は26億5百万円（同13.8%の増

益）となりました。

通期の見通しについて

　下半期の経済環境は、国内新設住宅着工戸数の減少、鋼

材や石油製品等原材料価格の上昇が想定されますが、当第２

四半期累計期間の業績が順調に進捗したことを鑑み、通期業

績予想を修正いたしました。

　売上高は704億円（前期比3.3％増収）、営業利益は66億

5千万円（同8.3％増益）、経常利益は69億円（同13.5％増

益）、親会社株主に帰属する当期純利益は48億円（同3.1％

増益）を計画しています。

　株主のみなさまには、引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますよう、

お願い申し上げます。

株主のみなさまへ



売上高

経常利益

当期は昨年発売した鉄筋結束機「ツイ
ンタイア」の販売が国内、海外で引き
続き好調となり、インダストリアル機
器部門が全社売上高を牽引し、増収と
なりました。

鋼材や石油製品等の原材料価格の値
上がりなどによりコストを押し上げ
る要因となりましたが、販売数量の増
加や一部製品での売価アップにより
増益となりました。

前期において所得拡大促進税制適用
による法人税等の減少があり、今期の
増益幅は少なくなったものの、経常利
益までの増益により、13.8%の増益
となりました。

売上高 営業利益 四半期純利益

01 02 03

営業利益

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

342.0 億円 34.2 億円 26.0 億円

事業内容事業内容

 オフィス機器部門
オフィス事業は、主力のホッチキスをはじめとした文具や
事務機械を通じてオフィスワークをサポートしています。
オートステープラ事業は、複写機に搭載される電子ホッ
チキスおよび消耗品を供給しています。

 インダストリアル機器部門
機工品事業は、主力の釘打機をはじめとした木造建築
用の工具、鉄筋結束機などコンクリート構造物向け工具
などを販売しています。
住環境機器事業は、浴室暖房換気乾燥機、24時間換気
システムなどを通じて、住まいの快適な環境づくりを提
案しています。

 HCR機器部門
車いすや歩行器など移動機器の供給を通じて、高齢者
や身体の不自由な方の自立生活を支援しています。

2019年3月期
第2四半期累計売上高構成比

億円

オフィス機器部門

インダストリアル
機器部門

63.5％

HCR機器部門

4.1％

342.0
32.4％
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セグメント利益 セグメント利益売上高 売上高

第2四半期累計売上高推移 第2四半期累計売上高推移 第2四半期累計売上高推移

オフィス機器部門 インダストリアル機器部門 HCR機器部門

オフィス事業
文具関連製品の販売が減少し
たものの、国内ではチューブ
マーカー「レタツイン」、海外
では表示作成機「ビーポップ」
の販売が欧州や中国で増加し
たことで、前年同水準の売上
高となりました。

アジア向けの販売に対
し円高で推移した為替
と一部取引先での在
庫調整の影響を受け、
減収となりました。

機工品事業

住環境機器事業

高機能の鉄筋結束機「ツイ
ンタイア」の販売が、国内市
場での用途拡大や欧米市場
での販売網の拡充などによ
り増加し、増収となりまし
た。

主力の浴室暖房換気乾燥機「ド
ライファン」の販売がマンション
向けやリフォーム向けで増加し
たものの、換気システムの販売
が減少し、減収となりました。

HCR機器部門
10月に施行された介護保険制度の一部見直しの
影響による買い控えなどにより車いす販売が減少
し、減収となりました。

売上高 セグメント利益

110億
8,700万円
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Thailand

事業拡大に向けた設備投資として建設を進めていましたタイの新工場が2018年6月に稼働しました。
新工場では主に「鉄筋結束機」の消耗品であるタイワイヤを生産し、
重点製品である「鉄筋結束機」の事業を支えます。

新工場の稼働によりタイワイヤの生産量を月産200t増加、来夏
にはさらに、月産能力ベースで200t上積みし、2年間で月産能力
400t以上の増強を目指します。
また、原材料の現地調達と熱処理工程の内作
化を進め、原材料価格上昇への対応と新技術
の社内への取り込みを図ります。

鉄筋コンクリート構造物で必要な鉄筋の結束作
業は従来、手作業で行われ、作業者にとって負担
の大きな仕事とされていました。
1993年世界初の充電式鉄筋結束機を発売。以来、
現場の声を聞き、改良を重ね、2017年に「ツイン
タイア（TWINTIER）」が誕生しました。

日本では、結束力の向上や鉄筋径の拡大により使
用用途が広がり、鉄筋結束機の導入が進んでいま
す。また、ミミ高さの低減によりプレキャスト工
場や土木市場の開拓が期待されます。
海外では、結束スピードの向上と作業効率化によ
り、コストダウンにつながると評価されていま
す。今後、世界中でさらに普及させ、事業成長を実
現します。

鉄筋結束機とは

今後の事業展開

鉄筋結束機

の特長

結束スピード1.3倍
作業効率の向上

結束力1.5倍

使用箇所の拡大

新規市場の開拓

ミミ高さ※半減

タイの新工場が稼働しました

※結束後のワイヤの結び目高さ

タイワイヤ（Tie Wire）

工場の概要

所在地
タイ チョンブリ県

生産品目
鉄筋結束機消耗品
（タイワイヤ）

本稼働
2018年6月

投資額
第1期：8億円
第2期：4億円（予定）

特 集
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M A X  N E W S
新製品車いすモダンシリーズのご紹介

24時間
換気システム

戸建住宅用　全熱交換型全館24時間換気システム
「ES-1200DC-F1」を新発売しました。

エアロスターシリーズより、新・風量調整エアダスタ機構を
搭載した釘打機を2機種発売しました。

車いす

発売50周年の記念モデルでは、50周年のプレミアム感を演出する本体塗装を群馬の塗装職人がひとつず
つ丁寧に施しています。また、同梱のプレミアムカラー針は、特殊な色付き接着剤を使用し、高級感のあるカ
ラーを実現しました。

50周年記念モデルのこだわり

HD-10Dは1968年に操作性・耐久性を重視したモデ
ルとして発売し、現在もスタンダードホッチキスとしてオ
フィスや家庭など多くの場面でご愛用いただいており
ます。

HD-10Dとは

近年、住宅の高気密・高性能化が進み、ZEHなどの省エネ住宅が
注目されています。24時間換気システムは、室温に近づけた外
気を室内に給気することにより冷暖房運転負荷を軽減させ、住
宅全体の省エネ性を高める製品です。

全熱交換型全館24時間換気システムとは
釘打機に搭載されている「エアダスタ」とは、ダスタボタンを押してエ
ア射出口から空気を噴出し、木屑などを払う時に使用する機能です。

エアダスタとは

ランニングコストの低減や換気風量アップ
など基本性能が向上。また、PM2.5や花粉
など微粒子をカットする「PM2.5対策フィ
ルター」搭載機種もラインナップしていま
す。

ES-1200DC-F1の特長

スタンダードホッチキス
「HD-10D」の
50周年記念モデルを発売

ホッチキス モジュール設計を採用し、使用者に合った機能を選べる車いすです。また、後輪サイズや座幅、前座高
を使いやすいように組み合わせることもできます。シートのカラーは9色あり、お好みのデザインでお
洒落にご使用いただけます。

工具を使わずに駐車ブレーキや
フットプレートの高さ調節が可能な
使いやすい標準タイプ。

A-style
肘跳ね上げ式で移乗が簡単。適合
調整シートで背中の張り調整が可
能な多機能タイプ。

B-style
多機能タイプB-styleに、肘掛けの
段階的な高さ調節も加えた多機能
タイププラス。

C-style

HN-65N3(D)

釘打機

ダスタボタンの押し加減で風量調
整することにより片手での操作を
可能にしました。さらに、エアダスタ
の構造を変更したことで、本体の軽
量化を実現しました。

新・風量調整
エアダスタ機構の特長
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商　　　号 マックス株式会社

本　　　社 東京都中央区日本橋箱崎町6番6号

設　　　立 1942年11月26日

資　本　金 123億6千7百万円

従　業　員 2,655名

 会社概要  （2018年9月30日時点）  大株主  （上位10位まで）（2018年9月30日時点）

 利益配分に関する基本方針と配当について

代表取締役社長 黒沢 光照

専務取締役上席執行役員 樋口 浩一

常務取締役上席執行役員 小鯛 富雄

取締役 監査等委員 海老 尚登

取締役 監査等委員（社外） 平田 　稔

取締役 監査等委員（社外） 神田 安積

上席執行役員 中野 俊和

上席執行役員 加藤 賢二

上席執行役員 角　 芳尋

上席執行役員 斎藤　 篤

上席執行役員 山本 将仁

主幹執行役員 岸　 信夫

主幹執行役員 浅見 　泰

執行役員 小川 辰志

執行役員 飯島 裕治

 取締役・執行役員  （2018年10月時点）

 株式分布状況  （所有者別株式数比率） （2018年9月30日時点）

株主名
当社への出資状況
持株数
（千株）

持株比率
（%）

第一生命保険株式会社 4,284 8.70

マックス共栄会第一持株会 3,792 7.70

日本生命保険相互会社 3,762 7.64

マックス共栄会第二持株会 3,150 6.39

株式会社みずほ銀行 2,344 4.76

株式会社群馬銀行 2,114 4.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,095 4.25

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 1,624 3.30

明治安田生命保険相互会社 1,588 3.22

マックス従業員持株会 1,156 2.35

　当社は株主のみなさまに対する利益還元を経営の最重要政策のひ
とつとして位置づけ、事業の成長を図り、事業利益を追求することによ
り、業績に裏づけされた成果の配分を安定的に行うことを基本方針と
しております。
　当期より配当方針の一部を変更し、純資産配当率の目標を0.5ポイ
ント引き上げました。新しい配当方針は連結決算を基準に「配当性向

配当性向／純資産配当率の推移 1株当たり配当金の推移

※ 持株比率については、自己株式233,608株を控除して算出しております。

自己名義株式数  233,608株
発 行 済 株 式 数  49,500,626株
株 主 数  3,896人

40％を下限とし、純資産配当率3.0％を目指す」としています。
　当期は、先行き不透明な経済環境や為替動向などが当社業績に影響
を及ぼす可能性がありますが、現在のところ事業収益は堅調に推移し
ており、前期42円から2円増配の「1株当たり年間配当金44円」とする
予定です。
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45.96％
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大 募 集 ！

第　　回 マックス

～毎日の生活の中で、「あなたが今、ホッチキスしたいこと」をお寄せください～

何気ない生活の中にある、「今の幸せ」「家族の絆」「友だちとの思い出」など、
いつまでも心にとどめておきたい想いや出来事などを募集しています。

「心のホッチキス・ストーリー」9

2018年  10月1日（月） ̶  11月30日（金）

詳しくは当社ホームページへアクセス！

心のホッチキス 検索

※マックス・Ｕ－18大賞は、18歳以下の応募作品が対象です。

表 彰

マックス・心のホッチキス大賞 1点ギフト券5万円とマックス製文具セット（4千円相当）

マックス・Ｕ－18大賞（高校生の部） 1点図書カード1万円とマックス製文具セット（4千円相当）

マックス・Ｕ－18大賞（中学生の部） 1点図書カード1万円とマックス製文具セット（4千円相当）

マックス・Ｕ－18大賞（小学生以下の部） 1点図書カード1万円とマックス製文具セット（4千円相当）

マックス賞 5点図書カード5千円とマックス製文具セット（4千円相当）

応募作品の全ての著作権（著作権法第２７条および第２８条に定める権利を含む）
は、二次利用を含め、当社に帰属します。また、応募作品は返却いたしません。なお、
応募作品は、出版、映像化（映画・テレビ・DVDなど）、舞台化、放送、ネット配信など
の方法で利用することがあります。

応募者は応募作品を送付した時点で、当社および当社が指定する第三者に対し、応
募作品に関する著作者人格権を行使しないことに同意したものといたします。

応 募 資 格 どなたでもご応募いただけます。

募 集 内 容 あなたが心にとどめておきたいことや、つないでおきたいこと。
（例えば、「今の幸せ」や「家族の絆」、「友だちとの思い出」など、
  どんなことでも結構です）

募 集 期 間 2018年10月1日（月）～2018年11月30日（金）※当日消印有効

応 募 方 法 原稿は400字程度（超過、未満可）。自作未発表作品に限ります。

応 募 先 当社ホームページの応募専用フォームもしくは郵送で受け付けます。
当社ホームページの場合
https://wis.max-ltd.co.jp/enq/story9_form.html

郵送の場合
住所、氏名、年齢、性別、職業、電話番号、ペンネームを明記の上、
以下の宛先までご応募ください。
〒103-0027 日本郵便株式会社 日本橋南 郵便局留
 マックス「心のホッチキス・ストーリー」事務局 係

審 査 発 表 当社にて厳正な審査をし、入賞者には直接通知し、
ホームページ上に掲載いたします。
発表は2019年2月下旬を予定しております。
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 株主メモ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月開催

基準日
定時株主総会・期末配当金  毎年3月31日
その他必要のある場合は、取締役会の決議により、
あらかじめ公告いたします。

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電話照会先 0120-782-031

インターネット
ホームページURL https://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

単元株式数 100株

公告の方法
当社ホームページに掲載いたします。
http://www.max-ltd.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由により、当社ホームページに掲載でき
ない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

上場証券取引所 東京

ユニバーサルデザイン
（UD）に基づいた、読
みやすい文字デザイン
を使用しています。

本社／〒103-8502 東京都中央区日本橋箱崎町6番6号　TEL.（03）3669-0311（代）

http://www.max-ltd.co.jp/ir/


